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新潟県産業集積の形成及び活性化のための奨励措置に関する条例施行規則及び新潟県産業立地を促進するため

の県税の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成29年12月１日 

新潟県知事  米 山  隆 一 

新潟県規則第48号 

新潟県産業集積の形成及び活性化のための奨励措置に関する条例施行規則及び新潟県産業立地を促進する

ための県税の特例に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

（新潟県産業集積の形成及び活性化のための奨励措置に関する条例施行規則の一部改正） 

第１条 新潟県産業集積の形成及び活性化のための奨励措置に関する条例施行規則（平成20年新潟県規則第24号）

の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下この条において「移動条等」

という｡)に対応する同表の改正後の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下この条にお

いて「移動後条等」という｡)が存在する場合には当該移動条等を当該移動後条等とし、移動条等に対応する移

動後条等が存在しない場合には当該移動条等（以下この条において「削除条等」という｡)を削り、移動後条等

に対応する移動条等が存在しない場合には当該移動後条等（以下この条において「追加条等」という｡)を加え

る。 

次の表の改正前の欄中別記様式の表示に下線が引かれた別記様式（以下この条において「移動別記様式」と

いう｡)を当該移動別記様式に対応する同表の改正後の欄中別記様式の表示に下線が引かれた別記様式とする。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条及び号の表示、削除条等並びに別記様式の表示を除く。以下

この条において「改正部分」という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示、

追加条等並びに別記様式の表示を除く。以下この条において「改正後部分」という｡)が存在する場合には当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には当該改正部分を削り、

改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  

新潟県地域経済牽引事業の促進のための奨励

措置に関する条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、新潟県地域経済牽引事業の促

進のための奨励措置に関する条例（平成20年新潟

県条例第16号。以下「条例」という｡)第２条から

第４条まで、第６条及び第９条の規定に基づき、

必要な事項を定めるものとする。 

 

（不均一課税又は課税免除の基準） 

第２条 条例第２条から第４条までの規則で定める

基準は、承認地域経済牽
けん

引事業又は施設が公害を

発生させるおそれのないもの又は公害の発生を未

然に防止するために必要な措置を講じているもの

であることとする。 

 

 

 

 

 

新潟県産業集積の形成及び活性化のための奨

励措置に関する条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、新潟県産業集積の形成及び活

性化のための奨励措置に関する条例（平成20年新

潟県条例第16号。以下「条例」という｡)第２条第

１項、第３条及び第５条の規定に基づき、必要な

事項を定めるものとする。 

 

（課税免除基準） 

第２条 条例第２条第１項に規定する基準は、次の

とおりとする。 

 

 

 

(1) 施設の設置が、当該地域における雇用の増大

及び安定等地域社会の発展に寄与するものであ

ること。 

(2) 施設が、公害を発生させるおそれのないもの

又は公害の発生を未然に防止するために必要な
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２ 条例第２条及び第３条の規則で定める承認地域

経済牽引事業者は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 承認地域経済牽引事業者である個人であっ

て、次のいずれかの要件に該当するもの 

ア 不均一の課税の措置を受けようとする年に

係る所得金額が、次の算式によって計算した

額以上であること。 

Ａ／Ｂ×Ｃ×1.05 

算式の符号 

Ａ 条例第３条の減価償却資産を事業の用

に供した日の属する年の前年以前５年内

の各年に係る所得金額（当該金額が零に

満たない場合には、零）の合計額 

Ｂ 条例第３条の減価償却資産を事業の用

に供した日の属する年の前年以前５年内

の各年において事業を行った月数 

Ｃ 不均一の課税の措置を受けようとする

年において事業を行った月数 

イ 条例第３条の減価償却資産を事業の用に供

した日の属する年の前年以前５年内の各年に

おいて所得金額がないこと。 

(2) 承認地域経済牽引事業者である法人であっ

て、次のいずれかの要件に該当するもの 

ア 不均一の課税の措置を受けようとする事業

年度に係る所得金額又は収入金額が、次の算

式（当該算式によることが適当でないとして

知事が定める場合には、知事が定める算式）

によって計算した額以上であること。 

Ａ／Ｂ×Ｃ×1.05 

算式の符号 

Ａ 条例第２条又は第３条の減価償却資産

を事業の用に供した日の属する事業年度

開始の日前５年以内に終了した各事業年

度（以下「算定対象の各事業年度」とい

う｡)に係る所得金額（当該金額が零に満

たない場合には、零）又は収入金額の合

計額 

Ｂ 算定対象の各事業年度において事業を

行った月数 

Ｃ 不均一の課税の措置を受けようとする

事業年度において事業を行った月数 

措置を講じているものであること。 
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イ 算定対象の各事業年度において所得金額又

は収入金額がないこと。 

３ 前項の月数は、暦に従い計算し、１月に満たな

い端数を生じたときは、１月とする。 

 

（事業税の不均一課税の対象となる所得金額等の

計算方法） 

第３条 条例第３条の規則で定めるところにより計

算した額は、次の各号に掲げる区分ごとにそれぞ

れ当該各号に定める算式によって計算した額の合

算額とする。 

(1) 電気供給業（電気事業法（昭和39年法律第170

号）第２条第１項第２号に規定する小売電気事

業（これに準ずるものを含む｡)を除く｡)、ガス

供給業又は倉庫業に係る所得金額又は収入金額 

Ａ×Ｂ／Ｃ 

 算式の符号 

  Ａ 県内において当該法人又は個人に課する

事業税の課税標準となるべき当該事業年度

又は当該年に係る所得金額又は収入金額 

Ｂ 当該承認地域経済牽引事業に係る固定資

産の価額 

Ｃ 当該承認地域経済牽引事業者が県内に有

する事務所又は事業所の固定資産の価額 

(2) 鉄道事業又は軌道事業に係る所得金額 Ａ×

Ｂ／Ｃ 

 算式の符号 

Ａ 県内において当該法人又は個人に課する

事業税の課税標準となるべき当該事業年度

又は当該年に係る所得金額 

Ｂ 当該承認地域経済牽引事業に係る軌道の

延長キロメートル数 

Ｃ 当該承認地域経済牽引事業者が県内に有

する軌道の延長キロメートル数 

(3) 前２号以外の業種に係る所得金額又は収入金

額 Ａ×Ｂ／Ｃ 

算式の符号 

Ａ 県内において当該法人又は個人に課する

事業税の課税標準となるべき当該事業年度

又は当該年に係る所得金額又は収入金額 

Ｂ 当該承認地域経済牽引事業に係る従業者

の数 
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Ｃ 当該承認地域経済牽引事業者が県内に有

する事務所又は事業所の従業者の数 

２ 前項の固定資産の価額、軌道の延長キロメート

ル数及び従業者の数の算定については、地方税法

（昭和25年法律第226号）第72条の48第４項から第

６項まで、第11項及び第12項並びに第72条の54第

２項に規定する事業税の分割基準及び所得の算定

の例による。 

３ 条例第８条第２項の規定により、同条第１項各

号に掲げる規定（以下「離島振興対策実施地域工

場等誘致等条例等の各規定」という｡)の適用を受

けた者に係る各事業年度又は各年における第１項

の規定の適用については、同項第１号及び第３号

中「年に係る所得金額又は収入金額」とあるのは

「年に係る所得金額又は収入金額（離島振興対策

実施地域工場等誘致等条例等の各規定の適用を受

ける所得金額又は収入金額を除く。）」と、同項第

１号中「固定資産の価額」とあるのは「固定資産

の価額（離島振興対策実施地域工場等誘致等条例

等の各規定の適用を受ける固定資産の価額を除

く｡)」と、同項第２号中「年に係る所得金額」と

あるのは「年に係る所得金額（離島振興対策実施

地域工場等誘致等条例等の各規定の適用を受ける

所得金額を除く。）」と､｢軌道の延長キロメートル

数」とあるのは「軌道の延長キロメートル数（離

島振興対策実施地域工場等誘致等条例等の各規定

の適用を受ける軌道の延長キロメートル数を除

く｡)」と、同項第３号中「従業者の数」とあるの

は「従業者の数（離島振興対策実施地域工場等誘

致等条例等の各規定の適用を受ける従業者の数を

除く｡)」とする。 

 

（不均一課税の措置又は課税免除の措置の申告又

は申請） 

第４条 条例第２条の規定により法人の県民税の不

均一の課税の措置を受けようとする法人、条例第

３条の規定により事業税の不均一の課税の措置を

受けようとする者又は条例第４条の規定により不

動産取得税若しくは固定資産税の課税の免除の措

置を受けようとする者は、次の表の左欄に掲げる

県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日までに、

それぞれ同表の右欄に掲げる申告書又は申請書を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（課税免除の申請） 

 

第３条 条例第２条第１項の規定により県税の課税

免除を受けようとするときは、次の表の左欄に掲

げる県税の区分に応じ、同表の中欄に掲げる日ま

でに、それぞれ同表の右欄に掲げる申請書を所管

する地域振興局長に提出しなければならない。 
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所管する地域振興局長に提出しなければならない。 
   

法人

県民

税 

不均一の課税の措

置を受けようとす

る事業年度又は連

結事業年度の申告

書の提出期限（当

該期限後に算定対

象の各事業年度に

係る所得金額又は

収入金額について

更正の通知があっ

た場合には、当該

通知のあった日か

ら１月を経過する

日） 

法人県民税及び事業

税不均一課税申告書

（中間、確定、修正) 

(別記第１号様式） 

法人県民税及び事業

税不均一課税申告書

（予定)(別記第２号

様式） 

  

法人

事業

税 

不均一の課税の措

置を受けようとす

る事業年度の申告

書の提出期限（当

該期限後に算定対

象の各事業年度に

係る所得金額又は

収入金額について

更正の通知があっ

た場合には、当該

通知のあった日か

ら１月を経過する

日） 
   

個人

事業

税 

不均一の課税の措

置を受けようとす

る年度の前年度の

３月15日 

個人事業税不均一課

税申請書（別記第３

号様式） 

   

不動

産取

得税 

（略） 不動産取得税課税免

除申請書（別記第４

号様式） 

固定

資産

税 

（略） 固定資産税課税免除

申請書（別記第５号

様式） 

２ 地域振興局長は、前項の申請書を受理したとき

は、これを審査の上、不均一の課税の措置又は課

税の免除の措置の可否を決定し、その旨を書面に

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

不動

産取

得税 

（略） 不動産取得税課税免

除申請書（別記第１

号様式） 

固定

資産

税 

（略） 固定資産税課税免除

申請書（別記第２号

様式） 

２ 地域振興局長は、前項の申請書を受理したとき

は、これを審査の上、課税免除の可否を決定し、

その旨を書面により申請者に通知するものとする。 
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より申請者に通知するものとする。 

 

（承継） 

第５条 合併その他の理由により、承認地域経済牽

引事業者から承認地域経済牽引事業を承継した者

が条例第２条から第５条までに規定する措置を受

けようとするときは、事業を承継した日から30日

以内に、別記第６号様式により地域振興局長に届

け出なければならない。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

 （この規則の失効） 

２ この規則は、平成35年３月31日限り、その効力

を失う。 

 （この規則の失効に伴う経過措置） 

３ 条例附則第３項又は第４項の規定によりなおそ

の効力を有することとされる条例の規定に基づく

第２条から第５条までの規定は、この規則の失効

後も、なおその効力を有する。 

 

 

 

第４号様式（第４条関係） 

不動産取得税課税免除申請書 

 （略） 

  新潟県地域経済牽引事業の促進のための奨励措

置に関する条例施行規則第４条第１項の規定によ

り、不動産取得税の課税免除を申請します。 

 （略） 

 注 次の書類を添付すること。 

１ 地域経済牽引事業の促進による地域の成長

発展の基盤強化に関する法律の規定による地

域経済牽引事業計画の承認を受けたことを証

する書類及び承認申請書の写し 

２ 地域経済牽引事業の促進による地域の成長

発展の基盤強化に関する法律第24条の規定に

基づく確認書の写し 

３ （略） 

４ （略） 

５ （略） 

 

 

（承継） 

第４条 合併その他の理由により、施設を新設し、

又は増設した者から当該施設に係る事業を承継し

た者が条例第２条に規定する奨励措置を受けよう

とするときは、事業を承継した日から30日以内に、

別記第３号様式により地域振興局長に届け出なけ

ればならない。 

 

附 則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

 

別記 

第１号様式（第３条関係） 

不動産取得税課税免除申請書 

 （略） 

  新潟県産業集積の形成及び活性化のための奨励

措置に関する条例施行規則第３条第１項の規定に

より、不動産取得税の課税免除を申請します。 

 （略） 

 注 次の書類を添付すること。 

１ 企業立地の促進等による地域における産業

集積の形成及び活性化に関する法律の規定に

よる企業立地計画の承認を受けたことを証す

る書類 

 

 

 

２ （略） 

３ （略） 

４ （略） 
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６ （略） 

７ 新潟県地域経済牽引事業の促進のための奨

励措置に関する条例第４条に規定する対象施

設に係る所得税法施行令（昭和40年政令第96

号）第６条第１号及び第２号又は法人税法施

行令（昭和40年政令第97号）第13条第１号及

び第２号に掲げる家屋又は構築物の取得価額

の合計額を証する書類 

 

 

 

 

 

８ その他地域振興局長が必要と認める書類 

 

第５号様式（第４条関係） 

固定資産税課税免除申請書 

 （略） 

  新潟県地域経済牽引事業の促進のための奨励措

置に関する条例施行規則第４条第１項の規定によ

り、固定資産税の課税免除を申請します。 

 （略） 

 注 次の書類を添付すること。 

１ 地域経済牽引事業の促進による地域の成長

発展の基盤強化に関する法律の規定による地

域経済牽引事業計画の承認を受けたことを証

する書類及び承認申請書の写し 

２ 地域経済牽引事業の促進による地域の成長

発展の基盤強化に関する法律第24条の規定に

基づく確認書の写し 

３ 大規模償却資産の位置図及び配置図 

４ （略） 

５ その他地域振興局長が必要と認める書類 

 （略） 

 

第６号様式（第５条関係） 

事業承継届 

 （略） 

  下記のとおり承認地域経済牽引事業を承継した

ので、新潟県地域経済牽引事業の促進のための奨

励措置に関する条例施行規則第５条の規定により

届け出ます。 

５ （略） 

６ 新潟県産業集積の形成及び活性化のための

奨励措置に関する条例第２条第１項に規定す

る対象施設を設置したことを明らかにする書

類 

 

 

 

(1) 所得税法施行令第６条第１号及び第２号

又は法人税法施行令第13条第１号及び第２

号に掲げる家屋又は構築物の取得価額の合

計額を証する書類 

(2) その他地域振興局長が必要と認める書類 

 

 

第２号様式（第３条関係） 

固定資産税課税免除申請書 

 （略） 

  新潟県産業集積の形成及び活性化のための奨励

措置に関する条例施行規則第３条第１項の規定に

より、固定資産税の課税免除を申請します。 

 （略） 

 注 次の書類を添付すること。 

１ 企業立地の促進等による地域における産業

集積の形成及び活性化に関する法律の規定に

よる企業立地計画の承認を受けたことを証す

る書類 

 

 

 

 

２ （略） 

 

 （略） 

 

第３号様式（第４条関係） 

事業承継届 

 （略） 

  下記のとおり施設に係る事業を承継したので、

新潟県産業集積の形成及び活性化のための奨励措

置に関する条例施行規則第４条の規定により届け

出ます。 
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記 

 １ 承認地域経済牽引事業の名称 

 ２ 承認地域経済牽引事業の用に供する施設又は

設備の名称及び所在地 

 ３～５ （略） 

  

 （略） 

記 

 １ 施設の名称 

 ２ 施設の所在地 

 

 ３～５ （略） 

 ６ 承継後の施設の業種、内容及び能力 

 （略） 
  

第２条 新潟県産業集積の形成及び活性化のための奨励措置に関する条例施行規則の一部を次のように改正する。 

  附則の次に次の３様式を加える。 
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（新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例施行規則の一部改正） 

第３条 新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例施行規則（平成15年新潟県規則第43号）の一

部を次のように改正する。 

  次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正後部分」という｡)に対応する同表の

改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この条において「改正部分」という｡)が存在する場合には当該改正部

分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には当該改正後部分を加える。 

改 正 後 改 正 前 
  

（事業税の不均一課税の対象となる所得金額等の

計算方法） 

第６条 条例第３条の規則で定めるところにより計

算した額は、次の各号に掲げる場合に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める算式によって計算した額と

する。 

(1) 電気供給業（電気事業法（昭和39年法律第170

号）第２条第１項第２号に規定する小売電気事

業（これに準ずるものを含む｡)を除く。以下こ

の号において同じ｡）、ガス供給業又は倉庫業が

主たる事業である法人の場合 Ａ×Ｂ／Ｃ＋Ｄ

×Ｅ／Ｆ 

算式の符号 

Ａ～Ｆ （略） 

(2) （略） 

２・３ （略） 

４ 条例第８条第２項又は第３項の規定により、同

条第１項第２号から第４号まで又は第６号に掲げ

る規定（以下「離島振興対策実施地域工場等誘致

等条例等の各規定」という｡)の適用を受けた者に

係る各事業年度又は各年における第１項の規定の

適用については、同項第１号中「)の価額のうち電

気供給業及びガス供給業以外の事業に係る固定資

産の価額」とあるのは「)の価額のうち電気供給業

及びガス供給業以外の事業に係る固定資産の価額

（離島振興対策実施地域工場等誘致等条例等の各

規定の適用を受ける固定資産の価額を除く｡)」と､

｢事業用家屋に係る固定資産の価額のうち電気供

給業又はガス供給業に係る固定資産の価額」とあ

るのは「事業用家屋に係る固定資産の価額のうち

電気供給業又はガス供給業に係る固定資産の価額

（離島振興対策実施地域工場等誘致等条例等の各

規定の適用を受ける固定資産の価額を除く｡)」と、

同項第２号中「事業用家屋に係る従業者の数」と

あるのは「事業用家屋に係る従業者の数（離島振

興対策実施地域工場等誘致等条例等の各規定の適

用を受ける従業者の数を除く｡)」とする。 

 

第３号様式（第７条関係） 

個人事業税不均一課税申請書 

（略） 
    
 新潟県離島振興対

策実施地域におけ

新潟県産業立地を

促進するための県

 

（事業税の不均一課税の対象となる所得金額等の

計算方法） 

第６条 条例第３条の規則で定めるところにより計

算した額は、次の各号に掲げる場合に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める算式によって計算した額と

する。 

(1) 電気供給業、ガス供給業又は倉庫業が主たる

事業である法人の場合 Ａ×Ｂ／Ｃ＋Ｄ×Ｅ／

Ｆ 

 

 

 

算式の符号 

Ａ～Ｆ （略） 

(2) （略） 

２・３ （略） 

４ 条例第８条第２項の規定により、同条第１項第

２号又は第４号に掲げる規定（以下「離島振興対

策実施地域工場等誘致等条例等の各規定」とい

う｡)の適用を受けた者に係る各事業年度又は各年

における第１項の規定の適用については、同項第

１号中「)の価額のうち電気供給業及びガス供給業

以外の事業に係る固定資産の価額」とあるのは「)

の価額のうち電気供給業及びガス供給業以外の事

業に係る固定資産の価額（離島振興対策実施地域

工場等誘致等条例等の各規定の適用を受ける固定

資産の価額を除く｡)」と､｢事業用家屋に係る固定

資産の価額のうち電気供給業又はガス供給業に係

る固定資産の価額」とあるのは「事業用家屋に係

る固定資産の価額のうち電気供給業又はガス供給

業に係る固定資産の価額（離島振興対策実施地域

工場等誘致等条例等の各規定の適用を受ける固定

資産の価額を除く｡)」と、同項第２号中「事業用

家屋に係る従業者の数」とあるのは「事業用家屋

に係る従業者の数（離島振興対策実施地域工場等

誘致等条例等の各規定の適用を受ける従業者の数

を除く｡)」とする。 

 

第３号様式（第７条関係） 

個人事業税不均一課税申請書 

（略） 
    
 新潟県離島振興対

策実施地域におけ

不均一課税の適用

部分 
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る工場等の誘致等

に関する条例等に

よる課税免除又は

不均一課税の適用

部分 

税の特例に関する

条例による不均一

課税の適用部分 

    
 

 （略） 

 注 次の書類を添付すること。 

  １ （略） 

  ２ 新潟県産業立地を促進するための県税の特

例に関する条例第１条の２に規定する事業用

家屋を取得したことを明らかにする書類 

   (1) 所得税法（昭和40年法律第33号）第２条

第１項第37号に規定する確定申告書の写し 

   (2)～(5) （略） 

る工場等の誘致等

に関する条例等に

よる課税免除の適

用部分 

 
    

 

 （略） 

 注 次の書類を添付すること。 

  １ （略） 

  ２ 新潟県産業立地を促進するための県税の特

例に関する条例第１条の２に規定する事業用

家屋を取得したことを明らかにする書類 

   (1) 所得税法第２条第１項第37号に規定する

確定申告書の写し 

   (2)～(5) （略） 
  

第４条 新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例施行規則の一部を次のように改正する。 

別記第４号様式及び第５号様式を次のように改める。 
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   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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